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建築基準法施行令改正の概要 

 

（１） 窓その他の開口部を有しない居室の範囲の合理化（令第111条第1項関係） 

主要構造部を耐火構造等としなければならない窓その他の開口部を有しない居室から、避

難階又は避難階の直上階若しくは直下階の居室その他の居室であって、当該居室の床面積、

当該居室の各部分から屋外への出口の一に至る歩行距離並びに警報設備の設置の状況及び構

造に関し避難上支障がないものとして国土交通大臣が定める基準に適合するものを除くもの

とする。 

 

 
 

（２） 防火区画に関する規制の合理化 

① 吹抜き等の空間を設けた場合における面積区画（第112条第3項関係） 

主要構造部を耐火構造とした建築物の２以上の部分が、当該建築物の吹抜きとなって

いる部分その他の一定の規模以上の空間が確保されている部分に接する場合において、

当該２以上の部分の構造が通常の火災時において相互に火熱による防火上有害な影響を

及ぼさないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるもの又は国土交通大臣の

認定を受けたものである場合においては、当該２以上の部分と当該空間部分とが特定防

火設備で区画されているものとみなして、当該建築物を１，５００㎡以内ごとに区画し

なければならないとする第１１２条第１項の規定を適用するものとする。 
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② 警報設備等の措置がされた場合における異種用途区画（第112条第18項関係） 

建築物の一部が建築基準法第２７条第１項各号、第２項各号又は第３項各号のいずれ

に該当する場合であっても、国土交通大臣が定める基準に従い、警報設備を設けること

その他これに準ずる措置が講じられている場合においては、その部分とその他の部分と

を特定防火設備等で区画しなくてよいものとする。 
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（３） ２以上の直通階段を設置しなければならない階の範囲の合理化 

① 小規模な建築物（第121条第4項関係） 

第１２１条第１項（第４号及び第５号（第２項の規定が適用される場合にあっては、

第４号）に係る部分に限る。）の規定は、階数が３以下で延べ面積が２００㎡未満の建

築物の避難階以外の階（階段の部分（当該部分からのみ人が出入りすることのできる便

所、公衆電話所その他これらに類するものを含む。）と当該階段の部分以外の部分（直

接外気に開放されている廊下、バルコニーその他これらに類する部分を除く。）とが間

仕切壁若しくは階の用途に応じて定める防火設備で第１１２条第１９項第２号に規定す

る構造であるもので区画されている建築物又は同条第１５項の国土交通大臣が定める建

築物の避難階以外の階に限る。）については、適用しないものとする。 

 

 

 

② 共同住宅のメゾネット住戸（第123条の2関係） 

主要構造部を準耐火構造とした共同住宅の住戸でその階数が２又は３であり、かつ、

出入口が一の階のみにあるものの当該出入口のある階以外の階は、その居室の各部分か

ら避難階又は地上に通ずる直通階段の一に至る歩行距離が４０ｍ以下である場合におい

ては、第１２１条第１項第６号イ（同条第２項の規定により読み替える場合を含む。）

の規定の適用について、当該出入口のある階にあるものとみなすものとする。 
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（４） 排煙設備に係る規制の合理化（第126条の2第2項及び第137条の14第3号関係） 

建築物の２以上の部分の構造が通常の火災時において相互に煙又はガスによる避難上有害

な影響を及ぼさないものとして国土交通大臣が定めた構造方法を用いるものである場合にお

ける当該部分は、排煙設備に係る規定の適用については、それぞれ別の建築物とみなすもの

とする。また、既存不適格建築物の一部について増築等をする場合においては、当該別の建

築物とみなす部分について、引き続き排煙設備に係る規定を適用しないものとする。 
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（５） 敷地内に設ける通路の幅員の合理化（第128条関係） 

敷地内に通路を設けなければならない建築物のうち、階数が３以下で延べ面積が２００㎡

未満の建築物については、敷地内の通路の幅員を９０ｃｍ以上確保すればよいものとする。 
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（６） 内装制限の対象となる建築物等の範囲の合理化（第128条の5第7項関係） 

居室等の内装を難燃材料等としなければならないとする第１２８条の５第１項から第６項

までの規定は、火災が発生した場合に避難上支障のある高さまで煙又はガスの降下が生じな

い建築物の部分として、床面積、天井の高さ並びに消火設備及び排煙設備の設置の状況及び

構造を考慮して国土交通大臣が定めるものについては、適用しないものとする。 
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（７） 避難安全検証法の見直し 

① 区画避難安全検証法の追加（第128条の6関係） 

居室その他の建築物の部分で、準耐火構造の床若しくは壁又は法第２条第９号の２ロ

に規定する防火設備で第１１２条第１９項第２号に規定する構造であるもので区画され

た部分（二以上の階にわたって区画されたものを除く。以下において「区画部分」とい

う。）について、当該区画部分で火災が発生した場合に当該区画部分に存する者の全て

が避難を終了するまでの間、当該区画部分の各居室等において、煙又はガスが避難上支

障のある高さまで降下しないことが検証された場合に、当該区画部分について、第１２

６条の２、第１２６条の３及び第１２８条の５（第２項、第６項及び第７項並びに階段

に係る部分を除く。）の規定を適用しないものとする。 

② 避難に要する時間の計算方法の見直し（第128条の6、第129条及び第129条の2関係） 

区画部分、階又は建築物の各居室等について、当該居室等で火災が発生してから当該

居室又は当該区画部分、当該階若しくは当該建築物からの避難を終了するまでに要する

時間の計算方法を国土交通大臣が定めるものとする。 

③ 煙の高さによる避難安全検証法の追加（第128条の6、第129条及び第129条の2関係） 

全ての者が避難を終了するまでに要する時間が経過した時において、区画部分、階又

は建築物において発生した火災により生じた煙又はガスの高さが、当該区画部分、当該

階又は当該建築物の各居室等において、避難上支障のある高さを下回らないものである

ことを確かめる検証方法を追加するものとする。 

 

 


